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制度利用者(署名)
	□　私は、西川町教育ローン「帰ってきてけローン」返済補助制度に関する次の事項を確認、了承しました。

	※確認、了承されましたら上の□にチェックを入れてください。

	この制度は、保護者等が連携金融機関から、西川町教育ローン「帰ってきてけローン」を借り入れ、返済を行うものです。

	この教育ローンの融資限度額は、制度利用者一人当たり500万円で、証書貸し付けのみとします。
また、制度利用者一人あたり１金融機関のみとします。

	　教育ローン返済用口座に、町からの返済補助金を振込みます。

	この教育ローンは、借り入れた月から毎月払いで利息の支払が発生します。返済利息の補助対象となるのは、大学等(注１)の入学先が決定した月(入学通知書等で確認します)からとし、「帰ってきてけローン」融資に対する利息分は、入学前でも補助対象とします。


	在学期間中は、申請書提出の2ヵ月以内に発行の在学証明等により在籍していることを確認し、毎年4月から3月に返済したの利息分を補助します。ただし、別記様式第3号「利用登録通知書」に記載の登録日以降から入学前までに返済した利子分は、次年度1年分に加算して補助します。
一人当たりの在学期間の利子補助は、入学した年から最長6年とします。

	この教育ローンは変動金利です。また、融資期間は提携金融機関の審査により変動します。

	別記様式第1号「西川町教育ローン返済補助制度利用申請書」及び別記様式第2号「確認書」等に記載してある確認事項のほか、連携金融機関の融資条件があります。

	　保護者等が教育ローン借入期間に転出した場合、補助金を受けることはできません。ただし、保護者等が町に住民登録し、実際に居住していた期間の補助金は月割りで受けることができます。15日以上住民登録かつ居住した場合、1ヵ月間と見なします。

	保護者等が教育ローン元利金の返済期間に、制度利用社会人が転出もしくは町外に居住していた場合、補助金を受けることはできません。ただし、制度利用社会人が、西川町が住所地で居住している期間が6カ月以上の場合、4月から翌年3月までの分の補助金を受けることができます。

	　この補助金は、保護者等が補助対象期間における、毎年4月から翌年3月までに返済した教育ローンの利息及び元金で、申請後60日以内に保護者等の口座へ振り込みます。

	この補助金を受けるには、別記様式第7号「西川町教育ローン返済補助金交付申請及び実績報告兼請求書」と添付書類を西川町へ提出する必要があります。

	当該年度中に書類の不備等により補助金を受けることができなかった場合、翌年度以降に当該年度分の補助金を受けることはできません。

	　保護者等が失踪もしくは死亡し保険等により西川町教育ローン「帰ってきてけローン」の返済がなくなった場合は補助対象外ですが、新たに教育ローン契約を行った場合は適用します。

	　提供された個人情報は、本制度の目的以外では使用しません。なお、本制度の利用にあたり必要となる事項については、西川町と提携金融機関において情報共有します。

利用実態の把握等の確認調査を行う場合があります。

	西川町を離れても繋がっていていただきたいという願いから、制度利用者にはメール登録を是非お願いします。西川町は、交流人口、関係人口拡大に積極的に取り組んでいきますので、学生の皆さんのご協力をお願いします。

	　この制度の利用にあたり、保護者等の属する世帯全員及び制度利用者の住民基本台帳情報を提出する必要があります。

	　保護者等もしくは制度利用者の届出内容に変更が生じた場合には、速やかに別記様式第5号「登録内容変更届」を提出してください。この届出を怠り、または虚偽の届出をした場合には、補助金の返還となる場合があります。















西川町教育ローン「帰ってきてけローン」返済補助金交付要綱及び、西川町教育ローン返済補助金交付に係る留意事項について確認し、その内容を理解しました。








